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はじめに
　事業承継は単に「株式の承継」＋「代表者の交代」
と考えられることがあり、事業承継対策といっても、
例えば親族内承継であれば一時的に利益を減らして
株価を下げて贈与すればよい、Ｍ＆Ａであれば株価
の評価を高め売却益を確保すれば良いといった手法
の議論に終始してしまう傾向がある。

　しかし、事業承継とは文字通り「事業」そのもの
を「承継」する取組であり、事業承継後に後継者が
安定した経営を行うためには、現経営者が培ってき
たあらゆる経営資源を承継する必要があり、真に重
要なのは、事業運営をスムーズに移管するとともに
次世代の経営体制を構築し、将来に向けた戦略を構
築すること、つまり、承継後も企業として存続し持
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「財務省会計制度研究会報告の論点」など新たな動きを加筆。
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